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年　　月 記　　　　　　　事

昭和44年 11月 大野郡東部消防組合設立準備委員会発足
野津町・三重町・清川村・千歳村・犬飼町の各町村長、消防団長で構成

45年  2月 組合設立許可申請
同許可

　　　　　4月 消防本部・署の義務設置町村の政令指定
　　　　　4月 職員２名（消防司令１名、司令補１名）を発令　庁舎の建設、消防資機材の整備並び

に職員採用及び教養計画の諸準備
10月 本部・署・派出所起工式
12月 野津分署起工式

46年  2月 消防職員49名を発令　県消防学校初任科へ入校
　　　3月 初任科訓練終了
　　　4月 本部・署・分署・派出所の開庁及び実働開始（職員52名）

（水槽付ポンプ自動車１台、ポンプ車２台、救急車１台、指令車１台）

47年  2月 大野町から組合加入についての申し入れ書受付
3月 大野町組合加入を承認議決～組合規約の変更申請

　　　4月 同許可（大野町加入が正式決定　諸準備にかかる）
　　　7月 大分県下消防署長会議を当消防署にて開催
　　　8月 清川村に夜間のみ連絡所を開設　職員２名を派遣

48年  2月 消防職員13名を発令　県消防学校初任科へ入校
3月 同初任科終了
4月 大野分署開庁　13名で実働開始（ポンプ車１台）
8月 日本消防協会より救急自動車を受領し犬飼派出所に配備　併せて野津分署にも救急車

を配備　救急体制の強化を図る

49年  4月 千歳村に夜間のみ連絡所を開設　職員２名を派遣
12月 消防ポンプ車１台を購入　犬飼派出所に配備

50年  1月 消防本部に課制を設ける
犬飼派出所を分署に昇格
本署通信室の失火事件発生

11月 救急業務協力推進事業委託契約を大野郡医師会と締結

51年  1月 救急業務協力推進事業の実施
3月 県下常備消防相互応援協定調印
4月 大分県消防長会議が当本部に於いて開催される
8月 林野火災特別対策事業の認可申請

11月 職員定数66名を72名に改正する条例議決
12月 指令車兼工作車（三菱ジープ）を購入　本署に配備

52年  4月 新採用７名発令（２名消防学校初任科入校）
6月 広報車を購入　本署に配備

53年  2月 第１回消防職員昇任試験を実施
連絡車２台を購入　清川・千歳連絡所用に充てる
訓練主塔が完成　九州消防技術指導会に初出場
救急自動車を日本損害保険協会から受領し大野分署に配備　併せて野津分署の救急車
を更新

第 1 章　　　　総　　　　務

１．豊後大野市消防本部のあゆみ
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54年  2月 千歳村柴山沈橋においてタクシー押流事故発生　２名救助
8月 副訓練塔完成
9月 職員定数72名を78名に改正する条例を議決

10月 千歳村大野川タクシー押流事故における人命救助の功績により知事表彰を機関・個人
（尾石士長）が受領

11月 尾石士長他２名社会貢献者表彰を日本顕彰会から受領

55年  4月 新採用８名発令（９名県消防学校初任科へ入校）
組合10周年記念式典　　大分県消防職員意見発表会（当消防本部から３名参加）

10月 消防本部執務体制の強化（予防要員等３名増員）

56年  3月 本署職員車庫完成
水上救助隊県代表で九州大会出場（入賞）

12月 前内田・今俵両婦人防火クラブ県代表として第５回婦人防火クラブ全国大会出席

57年  5月 大分県企業局から電気事業30周年記念としてポンプ車（Ａ２級）受領
8月 陸上救助隊県代表で九州大会出場（入賞）

58年  6月 犬飼分署の救急車更新
8月 日本消防協会から指令広報車（カリーナ1600cc）を受領

水上・陸上救助隊県代表で九州大会出場（入賞）
12月 清川・千歳連絡車を更新

59年  4月 通信集中指令装置による業務開始
8月 水上救助隊県代表で九州大会に出場（入賞）

60年  1月 大野地区共済組合から予防広報車（スバルサンバー＜軽＞）受領　本署に配備
10月 本署の水槽付消防ポンプ自動車（水Ⅱ型）を更新
10月 野津分署の消防ポンプ自動車（Ａ２級）を更新
10月 消防無線（固定６基）を更新
12月 本署の救急車（トヨタ）を更新

61年  8月 日本消防協会から救急自動車を受領　野津分署に配備
10月 大野分署の消防ポンプ自動車を更新
10月 大分県消防職員駅伝大会参加（３位入賞）
11月 日本防火協会から防火広報車（９人乗り）を受領　本署に配備
11月 婦人防火200万人突破記念全国大会（栃木県宇都宮市）県代表として前内田婦人防

火クラブが参加

62年  7月 陸上・水上救助隊県代表で九州大会に５名出場（２名入賞）
8月 すがお保育園に婦人防火クラブが結成され県婦人消防操法大会に出場（５位入賞）

10月 犬飼分署の消防ポンプ自動車（Ａ２級）を更新

63年  3月 自治体消防40周年記念東京大会（３名出席）
5月 指令車（セドリック）購入　本署に配備
7月 陸上・水上救助隊県代表で九州大会に７名出場（６名入賞）

10月 千歳村消防団、全国消防操法大会出場（優良賞受賞）

平成 1年  7月 陸上救助隊県代表で九州大会に４名出場
8月 大分県消防署長会議が当本部に於いて開催

12月 犬飼分署にホース塔完成

2年  7月 陸上・水上救助隊県代表で九州大会に４名出場
7月 ７月２日大水害発生　豊肥沿線に大水害をもたらす  大野橋、向野橋、原田橋押流

管内各地で人命救助活動
10月 消防組合発足20周年記念式典挙行
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3年  8月 日本消防協会から救急自動車受領　犬飼分署に配備

4年  9月 本署救急車を更新
10月 いづみヶ丘婦人消防隊　全国婦人消防操法大会に出場（８位入賞）

 5年  1月 ４週８休制試行　分署３名当務にて消防車、救急車運用（３部制試行）
8月 百枝婦人消防隊　県婦人消防操法大会に出動（優良賞）
9月 ９月３日台風13号による大洪水　各地で土砂崩れ、床下、床上浸水　要救助者11名

総雨量314.2㎜

6年  3月 消防救急通信指令装置更新　３階に指令室80㎡を増築
4月 ３分署の消防業務を廃し救急派出所に名称変更
4月 清川・千歳連絡所を廃止
4月 独居老人家庭緊急通報システム受信機の設置
6月 大野郡東部危険物安全協会設立25周年記念事業として安全号（スズキカルタス）の

贈呈を受ける
7月 消防職員救助技術大会九州大会４名出場

7年  7月 消防職員救助技術大会九州大会５名出場
8月 大野救急派出所防水工事

12月 野津救急派出所の救急車（トヨタ2400cc）を更新

8年  2月 高度救急資機材を導入　救急三重に整備
6月 水上救助用ゴムボート船外機付更新
8月 第25回全国救助技術大会、水上救助隊複合検索出場（入賞）

9年  3月 消防無線機固定２基、移動４基更新　全国波開設
3月 変電設備（キューピクル）設置
8月 日本損害保険協会から水槽付消防ポンプ自動車受領　本署に配備

10月 救急救命士資格取得１名

10年  4月 管理者、副管理者、収入役無報酬とされる
12月 高度救急資機材を救急野津、救急大野に整備
12月 大野救急車更新及び広報車を火災原因調査車として更新
12月 無線機（車載２台）更新

11年  3月 救急救命士資格取得１名
7月 救急資機材消毒器（滅菌）導入

10月 空気呼吸器２基更新
10月 救急救命士２名資格取得
12月 無線機（携帯用）６基更新

12年  6月 消防活動服を安全面から難燃性に変更
7月 高度救急資機材を救急犬飼に整備

10月 資機材搬送車（4WD 1800cc）本署に配備
10月 救急救命士資格取得１名
12月 犬飼派出所屋根工事

13年  4月 大分県防災航空隊派遣１名
7月 九州救助技術指導会に大分県代表として水陸救助隊７名出場（入賞）

10月 消防組合発足30周年記念式典挙行
10月 救急救命士資格取得１名（資格取得者数８名）
12月 防寒着（ブルゾン）を貸与
12月 2B（Ⅱ課程仕様）救急車を犬飼派出所に更新配備

14年  3月 化学防護服３着を本署に整備
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14年  4月 安田生命相互会社から高規格救急車を受領　本署に配備
4月 患者監視装置、ＡＥＤ等高度救急資機材を本署救急車に整備
4月 救急救命士資格取得１名
8月 大野救急派出所下水道整備

10月 救急救命士資格取得者１名（資格取得総数10名）
11月 三重ライオンズクラブ、ライオネスクラブから広報車受領　本署に配備

15年  3月 上下式防火衣20着を本署に整備
4月 新採用２名発令（定員79名）（２名消防学校入校）

10月 救急救命士資格取得１名

16年  3月 本署２号車（CD1)更新

17年  1月 大野郡東部消防組合から町村合併により野津町脱退
1月 旧野津地区の消防業務について、当分の間消防業務受託
3月 市町村合併により（５町２村）豊後大野市が誕生　消防本部の名称が豊後大野市消防

本部となる
4月 旧緒方町、旧朝地町について、当分の間竹田市消防本部に事務委託
4月 大分県消防長会春季総会　当本部で開催
4月 大分県消防職員意見発表会（エイトピア）
4月 消防服（制服、夏冬作業服）79名に貸与
6月 大野派出所屋根（防水）工事

12月 指令車更新（旧清川村公用車）

18年  3月 任用替職員３名採用

19年  3月 主に朝地町、大野町を管轄する消防分署を大野町大原1293番地に新築移転し開所式を
挙行

4月 臼杵市消防本部に８名、竹田市消防本部から15名が身分移管
4月 職員定数を85名に改定
4月 竹田市消防本部・臼杵市消防本部と消防救急事務受委託を解消し、１市１消防本部体

制が確立　実働開始式を挙行
4月 犬飼派出所、大野派出所、緒方分署をそれぞれ東分署、西分署、南分署に名称変更
4月 水槽付ポンプ自動車を東分署、西分署に配備
4月 東分署水槽付ポンプ自動車を緊急消防援助隊に登録
6月 消防本部屋根（防水）工事

10月 九州ブロック緊急消防援助隊訓練が中津市で開催　消火隊が参加

20年  5月 救助用ゴムボートの更新
 7月 九州地区消防救助指導会に県代表として５名出場
7月 消防本部庁舎にＡＥＤ設置
9月 第63回国民体育大会（剣道･馬術・ソフト・カヌー）警備

21年  3月 救助工作車購入
6月 大分県防災航空隊派遣１名
8月 第38回全国消防救助技術大会（横浜）出場　陸上の部３名・水上の部３名
9月 高圧空気充填装置更新（移動式）

22年  3月 査察車更新（軽四）
3月 水槽付消防ポンプ自動車更新（南分署）
3月 高規格救急自動車更新（本署）
4月 消防団事務移管（総務部～消防本部）
4月 火薬類取締法権限移譲に伴う事務開始
8月 第39回全国消防救助技術大会（京都）出場　水上の部２名

12月 連絡車更新（南分署）
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23年　2月 高規格救急自動車へ更新（西分署）
3月 東日本大震災被災地へ職員派遣（緊急消防援助隊）

　　（消火隊５名、支援隊２名【（3/14～3/22　岩手県釜石市鵜住居町】）
3月 指令車更新（指揮車に変更）

　4月 朝地町鳥田（神角寺付近）林野火災により8.4㏊消失　宮崎県防災ヘリ、自衛隊
ヘリへ消火協力要請　翌日鎮火

8月 消防本部・消防署新庁舎建設着工

24年　3月 消防本部・消防署新庁舎完成（豊後大野市三重町内田2827番地1）
3月 高機能消防通信指令システム導入

　5月 消防本部・消防署新庁舎開庁式挙行
　10月 ＪＡ共済より救急医療エアーテントの寄贈を受ける

25年　3月 消防救急デジタル無線整備事業完了

26年　2月 本署支援車、南分署指揮車を更新（石油貯蔵施設立地対策等交付金事業）
　3月 水槽付消防ポンプ自動車更新（本署）

8月 第43回全国消防救助技術大会【千葉】　　陸上の部　　
（広島土砂災害発生により中止）

9月 消防署東分署新庁舎建設着工

27年　3月 消防署東分署新庁舎完成・運用開始
4月 新採用に当消防本部初の女性消防吏員
8月 第44回全国消防救助技術大会【兵庫】　　陸上の部１名　　

10月 高規格救急自動車へ更新（東分署）　アステラス製薬から寄贈を受ける

28年　4月 「平成28年熊本地震」発生・被災地へ職員派遣（緊急消防援助隊）
　　（消火隊５名、支援隊２名【4/14～4/16　熊本県益城町・熊本県消防学校】）

8月 第45回全国消防救助技術大会【愛媛】　　陸上の部１名　　
10月 資機材搬送車(幌付き)更新（本署）
11月 高規格救急自動車へ更新（南分署）

29年　5月 朝地町綿田地区、地割れ・地滑り災害発生
大分県消防救助技術指導会に当本部から女性初の出場

7月 「九州北部豪雨」が発生
9月 台風18号上陸、朝地町の男性が川に流され捜索活動

10月 連絡車〔多目的消防車〕更新（本署）

30年　2月 火災原因調査車更新（本署）
4月 中津市耶馬溪町で山崩れが発生し住民6名が生き埋め

当市で開催予定であった大分県消防長会春季総会及び消防職員意見発表会が中止に
7月 「平成30年7月豪雨」が発生　緊急消防援助隊（5名）を派遣【7/25～28 広島】

11月 平成30年度大分豊肥地区総合防災訓練（大野総合運動公園ほか）

令和元年(31年)
6月 多言語３者間同時通訳業務運用開始
8月 第48回全国消防救助技術大会出場【岡山】　陸上の部：ほふく救出
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－6－

２．管内の概況

豊後大野市は、大分県の南西部、大野川の上中流域に位置し、東西約 22km南北約 31km
総面積 603.14㎢であり、県土の 9.5％を占めている。
北は大分市、東西を臼杵市・竹田市と接し、南端は九州の尾根といわれる祖母・傾国定公園で、

ユネスコエコパークに登録されており、宮崎県境や佐伯市と接し、起伏に富み多くの清流を集め

て別府湾に注ぐ大野川の豊かな水利を活かした県内屈指の農業地帯である。

気候は南海型気候に属し、平地気候と山地気候のほぼ中間にあり、一部の山岳地帯を除いて、

平均気温は 15～16℃と四季を通じて概ね温暖である。

最東端北緯 33° 5′13″ 東経 131° 40′44″
最西端北緯 32° 49′41″ 東経 131° 20′49″
最南端北緯 32° 48′12″ 東経 131° 21′54″
最北端北緯 33° 7′14″ 東経 131° 33′18″

（１）管内の人口と世帯数
令和元年 3月 31日現在

人 口 世帯数 面 積

男 女 計

15,980世帯 603.14㎢
16,377人 18,714人 35,091人



３．予算･決算

(1)消防予算、決算

項目

年度

(２)消防費世帯、人口等対比

項目

年度

(３)消防費予算、決算　費目別

費目

年度 非常備消防費

費目

年度

消 防 費 市 一 般 会 計

予　算　額（千円） 予　算　額（千円）

当 初 予 算 最 終 予 算 当 初 予 算 最 終 予 算

平成27年度 922,625 914,981 878,855,290 24,420,000 27,163,984 25,910,164,710 

平成28年度 965,112 968,400 941,972,177 24,050,000 27,610,208 24,618,149,462 

平成29年度 870,026 976,364 945,542,799 22,280,000 28,226,884 24,949,703,289 

平成30年度 924,965 940,250 894,023,060 25,175,000 28,030,059 25,525,817,219 

令和元年度 1,786,930 29,720,000 

世帯数 金　額 人　口 金　額 職員数 金　額

（戸） （円） （人） （円） （人） （円）

平成26年度 16,411 57,969 38,312 24,831 85 11,192,121 3.57 109.3 

平成27年度 16,389 53,625 37,832 23,230 85 10,339,474 3.39 100.0 

平成28年度 16,346 57,627 37,215 25,312 85 11,082,026 3.83 112.5 

平成29年度 16,234 58,245 36,453 25,939 85 11,124,033 3.79 112.7 

平成30年度 16,090 55,564 35,718 25,030 85 10,517,918 3.50 106.5 

予　　　　　　　　　　算　（当初）　　　　　　　（千円）

常備消防費 消防施設費 災害対策費 消防庁舎整備費 合    計

平成27年度 732,545 101,105 23,800 65,175 922,625 

（％） 79.40 10.96 2.58 7.07 100 

平成28年度 758,494 100,551 64,044 42,023 965,112 

（％） 78.59 10.42 6.64 4.36 100 

平成29年度 732,422 95,899 18,318 23,387 870,026 

（％） 84.18 11.02 2.11 2.70 100 

平成30年度 738,195 100,980 52,097 33,693 924,965 

（％） 79.81 10.92 5.63 3.65 100 

令和元年度 808,205 101,824 96,673 68,991 1,075,693 

（％） 75.13 9.47 8.99 6.41 100 

決　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　（円）

常備消防費 非常備消防費 消防施設費 災害対策費 消防庁舎整備費 合    計

平成26年度 701,934,187 97,928,130 36,467,083 28,895,725 86,105,160 951,330,285 

（％） 73.78 10.29 3.83 3.04 9.05 100 

平成27年度 717,700,193 89,825,465 22,627,372 48,702,260 878,855,290 

（％） 81.66 10.22 2.57 5.54 100 

平成28年度 745,984,611 100,712,856 58,922,983 36,351,727 941,972,177 

（％） 79.19 10.69 6.26 3.86 100 

平成29年度 780,097,969 81,980,078 44,262,615 39,202,137 945,542,799 

（％） 82.50 8.67 4.68 4.15 100 

平成30年度 732,976,464 90,280,275 45,211,930 25,554,391 894,023,060 

（％） 81.99 10.10 5.06 2.86 100 

決　算　額（円） 決　算　額（円）

１ 世 帯 当 り
の 消 防 費

人 口 １ 人 当 り
の 消 防 費

職 員 一 人 当 り
の 消 防 費

市 決 算 額 に
対 す る 消 防
費 決 算 額 の
比 率 （ ％ ）

基 準 財 政 需 要
額 に 対 す る 消
防 費 決 算 額 の
比 率 （ ％ ）
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１．消防本部・消防署

　　　　　　 　第 ２ 章　　　組 織 と 構 成

 （１）組　織　図

　※所属は各小隊に含む

総 務 課 総務係 消防保安係

警 防 課 警防係 予防係

通信指令室

消防第１分隊 消防第２分隊

第１小隊

救急第１分隊
本　　署

消防第１分隊 消防第２分隊

第２小隊
救急第１分隊

消防第１分隊 消防第２分隊

第３小隊

救急第１分隊

東第１分隊 東第２分隊

東分署

東第３分隊

西第１分隊 西第２分隊

西分署

西第３分隊

南第１分隊 南第２分隊

南分署

南第３分隊

消
防
長

消
防
本
部
次
長

消
防
署
長
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　（２）消防本部・消防署の事務分掌

　　総務課

（１） 消防予算の執行及び会計事務に関すること。

（２） 消防事務事業の企画及び総合調整に関すること。

（３） 庁舎及び物品に関すること。

（４） 消防職員の人事及び給与等に関すること。

（５） 消防職員の教養、服務及び規律に関すること。

（６） 消防職員の公務災害及び保健衛生に関すること。

（７） 公印の管守及び文書の保管に関すること。

（８） 統計(消防年報を含む。)及び一般広報に関すること。

（９） 消防施設の拡充及び整備に関すること。

（10） 消防機械器具の維持管理に関すること。

（11） 消防用通信施設に関すること。

（12） 消防団員の任免及び懲戒等に関すること。

（13） 消防団員の教養に関すること。

（14） 消防団員の福利厚生に関すること。

（15） 消防団員の公務災害補償に関すること。

（16） 消防団員の退職報奨金に関すること。

（17） その他消防団に関すること。

（18） 他の課の主管に属しない事務に関すること

　　警防課

（１） 消防計画に関すること。

（２） 火災原因及び調査に関すること。

（３） 水火災、その他の災害の警戒防ぎょに関すること。

（４） 救急救助に関すること。

（５） 消防団との連携調整に関すること。

（６） 消防活動の統計に関すること。

（７） その他消防業務に関すること。

（８） 防火対象物等の立入検査及び予防指導に関すること。

（９） 建築同意に関すること。

（10） 防火管理者及び自衛消防組織に関すること。

（11） 気象警報及び防火思想の普及に関すること。

（12） 消防用設備の設置指導及び防火相談に関すること。

（13） 防火基準適合表示に関すること。

（14） 危険物の規制に関すること。

（15） 婦人防火クラブ、幼年防火クラブ、少年消防クラブの育成指導に関すること。

（16） 火災予防の統計に関すること。

（17） その他予防業務に関すること。
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　　消防署

（１） 物品の収納及び保管に関すること。

（２） 署の予算の策定及び予算経理に関すること。

（３） 署員の福利厚生に関すること。

（４） 予防査察に関すること。

（５） 豊後大野市火災予防条例に基づく各種届の処理に関すること。

（６） 火災予防防火思想の普及広報に関すること。

（７） 火災の原因及び損害調査に関すること。

（８） 水火災等の警戒、防御及び鎮圧に関すること。

（９） 消防訓練及び演習に関すること。

（10） 地域消防団及び自衛消防に関すること。

（11） 庁舎及び施設の保守管理に関すること。

（12） 消防車両等機械器具の保守管理に関すること。

（13） 地理水利調査計画に関すること。

（14） 水利台帳に関すること。

（15） 水利整備促進に関すること。

（16） 気象の記録及び統計に関すること。

（17） 異常気象に関すること。

（18） 救急医薬品の保守管理に関すること。

（19） 医療機関との連絡調整に関すること。

（20） 予防調査に関すること。

（21） その他救急業務に関すること。

（22） 消防通信に関すること。

（23） その他通信業務に関すること。
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（３）名称・位置・管轄区域

２．消防職員の状況

（１）署所別職員数

　　　階級

　署所
計

消　防
司令長

消　防
司　令

消　防
司令補

消　防
士　長

消　防
副士長

消防士 その他 備　　考

合　　　計 86 1 8 22 36 8 10 1

消防本部 12 1 3 3 3 1 1
その他１名

（本庁から出向）

消 防 署 37 3 11 14 5 4

南 分 署 12 1 2 7 2

西 分 署 12 4 5 2 1

東 分 署 12 1 2 7 1 1

派　　遣 0

入　　校 1 1
県消防学校(初任教育)

（R2.4.6～入校）

　　　　　区　分
名　称

位　　　　　　　　　　　置 管　　轄　　区　　域

豊 後 大 野 市
消 防 本 部 ・ 署

　豊後大野市三重町内田2827番地1 　豊後大野市全域

南 分 署 　豊後大野市緒方町上自在384番地
　緒方町全域
　清川町･朝地町･大野町の一部

西 分 署 　豊後大野市大野町大原1293番地
　大野町全域
　朝地町･緒方町の一部

東 分 署 　豊後大野市犬飼町下津尾4042番地1
　犬飼町全域
　三重町･千歳町･大野町の一部

（令和2年4月1日現在）
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（２）階級別年齢構成

その他

司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 消防士 小　計 の職員

合　計 86 1 8 22 36 8 10 85 1

18 歳
19 歳 1 1 1

20 歳 2 2 2

21 歳 1 1 1

22 歳 2 2 2

23 歳 1 1 1

24 歳 1 1 1

25 歳 2 2 2

26 歳 1 1 1

27 歳 3 3 3

28 歳 3 3 3

29 歳
30 歳 1 1 1

31 歳 3 3 3

32 歳 6 6 6

33 歳 7 7 7

34 歳 2 2 2

35 歳 5 5 5

36 歳
37 歳 4 4 4

38 歳 2 2 2

39 歳 7 7 7

40 歳 3 3 3

41 歳 2 2 2

42 歳 2 2 2

43 歳 2 2 2

44 歳 2 2 2

45 歳 2 2 2

46 歳
47 歳 2 2 2

48 歳 4 4 4

49 歳 2 2 2

50 歳 1 1 1

51 歳 3 2 2 1

52 歳 2 2 2

53 歳
54 歳 1 1 1

55 歳
56 歳
57 歳
58 歳 3 3 3

59 歳 1 1 1

60 歳
平均年齢 37.5 59.0 54.3 44.7 34.9 27.6 22.1 37.4 51.0 

　　　　（令和2年4月1日現在）

消 防 吏 員　　　　階　級
 年 齢

計
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初任科 2 2 3 2 2

救急科 4 3 3 2 2

救助科 3 3

予防査察科 2 2

警防課程 2

火災調査課程 1 1 1

特殊災害科 2 2 2

初級幹部科

中級幹部科

上級幹部科

特殊技能講習

操法指導者研修 3 3

訓練礼式指導者研修 3 3

口頭指導研修 － － － 2 2

ビデオ喉頭鏡研修 － － － 7

応急手当指導員講習 － － － － 2

救急救命士 2 2 2 2 1

指導救命士養成研修 1 1 1

気管挿管病院実習 1 1 1 1 1

ビデオ喉頭鏡 病院実習 － － － 7

潜水士 2 4 4 4 2

小型クレーン・玉掛講習 3 3 3 3 2

巻上機運転講習 － － － 3 3

救急救命士処置拡大講習 3 12

救急救命士業務実地修練 － － － － 1

九州地区警防実務研修 1

九州地区予防実務研修 1 1

運転技能者課程 1 1 1

23 38 22 42 28

 （３）職員教養状況

計

           （令和2年 3月31日現在）

機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　年
度　種別 H27 H28 H29 H30 R1

救
急
救
命

九
州
研
修
所

大
分
県
消
防
学
校

そ
の
他
の
委
託
機
関
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１．消防庁舎等の現況

1,791.52 ㎡

4,895.50 ㎡

216.75 ㎡

973.56 ㎡

271.62 ㎡

1,396.85 ㎡

306.00 ㎡

870.00 ㎡

主塔高さ 18ｍ

副塔高さ8.2ｍ

第 ３ 章　　　　施　　　　設

建物面積

敷地面積

名　　称 所　在　地 構　造

　豊後大野市
　消防本部・消防署

豊後大野市三重町内田2827番地1
鉄筋コンクリート造
一部鉄骨造２階建

南　分　署 豊後大野市緒方町上自在384番地 鉄骨造平屋

西　分　署 豊後大野市大野町大原1293番地 木造平屋

東　分　署 豊後大野市犬飼町下津尾4042番地1 木造２階建

訓　練　塔 豊後大野市三重町内田2827番地1
鉄骨造４階建及び
２階建

無 線 局 舎
豊後大野市三重町松尾1199番地1
（佩楯山）

鉄骨造平屋 5.66 ㎡
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２．車両

 （１）消防車両状況
令和 ２年 ４月 １日現在

登 録 年 車種別 メーカ－名 型　　　　式 経過年数

登録番号 ポンプ車分類等 ﾎﾟﾝﾌﾟﾒｰｶｰ名 車両総重量 配置場所

平成26年3月10日 普通 日野 ＳＤＧ－ＧＸ７ＪＧＡＡ改 　しょうぼう 6年0月

大分８３０や１１９ 水Ⅱ型(2ｔ積水) 日本機械工業 １０３３０㎏ 　みえ　１ 本署

平成16年3月18日 普通４ＷＤ いすゞ ＫＲ-ＮＫＳ８１ＧＲ改 　しょうぼう 16年0月

大分８００さ５３１９ CD-1型 ﾅｶﾑﾗ ５６３０㎏ 　みえ　２ 本署

平成21年3月13日 普通４ＷＤ 日野 ＢＤＪ－ＧＸ７ＪＧＷＡ改 　しょうぼう 11年0月

大分８３０は１１９ ｸﾚｰﾝ、ｳｲﾝﾁ他 救助工作車Ⅱ型 １０８６５㎏ 　みえ　３ 本署

令和2年3月18日 普通４ＷＤ トヨタ ＣＢＦ-ＴＲＨ２２６Ｓ 　きゅうきゅう 0年0月

大分８００す４９１１ 除細動器他 高規格救急自動車 ３２７５㎏ 　みえ　１ 本署

平成23年3月25日 普通４ＷＤ DBA-NT31 　しょうぼう 9年0月

大分８００さ９９６５ 指揮車 １７８５㎏ 　みえ　６ 本署

平成30年2月15日 普通４ＷＤ ＣＢＦ-ＴＲＨ２２６K 　しょうぼう 2年1月

大分８００す３８７１ 原因調査車 ２７９０㎏ 　みえ　５ 本署

平成22年3月16日 軽四４ＷＤ ＥＢＤ-Ｓ３３１Ｖ 　しょうぼう 10年0月

大分８８０あ５０２ 予防査察車 １４２０㎏ 　みえ　４ 本署

平成29年9月29日 軽四４ＷＤ ＥＢＤ-Ｓ３３１Ｖ 　しょうぼう 2年6月

大分４８０そ６１１０ 人員輸送兼用 １４１０㎏ 　みえ　１１ 本署

平成26年1月31日 軽四４ＷＤ ＥＢＤ－Ｓ３３１Ｖ 　しょうぼう 6年2月

大分８８０あ９１１ 人員輸送兼用 １４４０㎏ 　みえ　７ 本署

平成22年12月17日 軽四４ＷＤ ＥＢＤ-Ｓ３３１Ｖ 　しょうぼう 9年3月

大分４８０く５２１０ 人員輸送兼用 １４００㎏ 　みえ　１０ 本署

平成28年10月28日 普通４ＷＤ ＴＫＧ-ＸＺＵ６８５Ｍ 　しょうぼう 3年5月

大分８３０せ２０１６ 資機材搬送 ６３５５㎏ 　みえ　８ 本署

平成12年9月7日 普通４ＷＤ ＧＣ-ＫＭ８５ 呼出名称なし 19年6月

大分８００さ５５４８ 資機材搬送 ２５３５㎏ 本署

平成22年3月17日 普通４ＷＤ 日野 ＢＤＧ-ＧＸ７ＪＧＷＡ改 　しょうぼう 10年0月

大分８３０ふ１１９ 水Ⅰ型(1.5ｔ積水) 日本機械工業 ９７００㎏ 　おがた　１ 南分署

平成28年11月17日 普通 トヨタ ＣＢＦ-ＴＲＨ２２６Ｓ 　きゅうきゅう 3年4月

大分８００す３２０１ 除細動器他 高規格救急自動車 ３２６５㎏ 　おがた　１ 南分署

平成26年1月31日 軽四４ＷＤ ＥＢＤ－Ｓ３３１Ｖ 　しょうぼう 6年2月

大分８８０あ９１２ 人員輸送兼用 １４４０㎏ 　おがた　２ 南分署

平成19年2月26日 普通４ＷＤ 日野 ＡＤＧ-ＧＸ７ＪＧＷＡ改 　しょうぼう 13年1月

大分８３０ぬ１１９ 水Ⅰ型(1.5ｔ積水) ＧＭいちはら工業 ９４８０㎏ 　おおの　１ 西分署

平成23年1月28日 普通４ＷＤ トヨタ ＣＢＦ-ＴＲＨ２２６Ｓ 　きゅうきゅう 9年2月

大分８００さ９８６３ 除細動器他 高規格救急自動車 ３２６５㎏ 　おおの　１ 西分署

平成19年8月29日 軽四４ＷＤ ＬＥ-Ｓ３３０Ｖ 　しょうぼう 12年7月

大分８８０あ２６０ 人員輸送兼用 １４2０㎏ 　おおの　２ 西分署

平成19年2月26日 普通４ＷＤ 日野 ＡＤＧ-ＧＸ７ＪＧＷＡ改 　しょうぼう 13年1月

大分８３０に１１９ 水Ⅰ型(1.5ｔ積水) 日本機械工業 ９８１０㎏ 　いぬかい　１ 東分署

平成27年10月1日 普通４ＷＤ トヨタ CBF-TRH２２６S 　きゅうきゅう 4年6月

大分８００す２５６３ 除細動器他 高規格救急自動車 ３２３５㎏ 　いぬかい　１ 東分署

平成19年8月29日 軽四４ＷＤ ＬＥ-Ｓ３３０Ｖ 　しょうぼう 12年7月

大分８８０あ２５９ 人員輸送兼用 １４2０㎏ 　いぬかい　２ 東分署

　　　　　　　　　詳細

　車両名
呼出名称

１ 号 車

２ 号 車

救 助 工 作 車

救 急 三 重

指 揮 車 日産

火災原因調査車 トヨタ

査 察 車 ダイハツ

多目的消防用車両 ダイハツ

支 援 車 ダイハツ

広 報 車 ダイハツ

資 機 材 搬 送 車
（最大積載量３ｔ）

日野

資 機 材 搬 送 車
(最大積載量1t)

トヨタ

消 防 緒 方

救 急 緒 方

南 指 揮 車 ダイハツ

消 防 大 野

救 急 大 野

西 指 揮 車 ダイハツ

消 防 犬 飼

救 急 犬 飼

東 指 揮 車 ダイハツ
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３．　消防無線一覧

車載 携帯

1 22 45

４．消防水利の現況

1,811 559 91 220 182 271 205 283 

消火栓 公　設 757 310 22 64 0 66 127 168 

４０㎥以上 3 0 0 1 0 2 0 0 

４０㎥ 743 163 59 129 122 143 30 99 

４０㎥未満 111 37 2 4 20 14 34 0 

その他
河川

プール等 195 49 8 22 40 46 14 16 

移動局

卓上型固定

デジタル無線 4

町　別　

　区　分

現有数計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基地局

計 三重町 清川町 緒方町 朝地町 大野町 千歳町 犬飼町

防 火

水 槽

詳細

無線名
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第１方面団

（三重町）

第２方面団

（清川町・緒方町）

第３方面団

（朝地町・大野町）

第４方面団

（犬飼町・千歳町）

方面団数

分 団 数

第 ４ 章  　   消 防 団

1.豊後大野市消防団組織図

令和２年４月１日現在

４方面団

３６分団＋女性分団

８分団

１０分団

１１分団

７分団

女性分団

ラッパ隊

梯子乗り隊

豊
後
大
野
市
消
防
団

(

団
本
部

）
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団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 合計

20歳未満 15 15 

20歳以上 ～ 25歳未満 20 20 

25歳以上 ～ 30歳未満 7 45 52 

30歳以上 ～ 35歳未満 1 19 92 112 

35歳以上 ～ 40歳未満 2 2 33 123 160 

40歳以上 ～ 45歳未満 12 15 85 141 253 

45歳以上 ～ 50歳未満 27 14 37 109 187 

50歳以上 ～ 55歳未満 17 5 12 82 116 

55歳以上 ～ 60歳未満 1 4 9 9 35 58 

60歳以上 ～ 65歳未満 11 11 

65歳以上 1 6 7 

1 5 67 37 202 679 991 

55.0 58.4 48.2 44.6 41.9 41.0 41.9 

年  齢  別  職  名  別  消  防  団  員  数
集計条件:集計日=R02/04/01

合 計

平 均 年 齢

年

齢

15 

20 

52 

112 

160 

253 

187 

116 

58 

11 

7 

0 50 100 150 200 250 300 
人数（人）

20歳未満

20歳以上 ～ 25歳未満

25歳以上 ～ 30歳未満

30歳以上 ～ 35歳未満

35歳以上 ～ 40歳未満

40歳以上 ～ 45歳未満

45歳以上 ～ 50歳未満

50歳以上 ～ 55歳未満

55歳以上 ～ 60歳未満

60歳以上 ～ 65歳未満

65歳以上

年
齢
（
歳
）

年 齢 別 消 防 団 員 数 グ ラ フ
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団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 合 計

5年未満 1 15 127 143 

5年以上 ～ 10年未満 1 2 45 151 199 

10年以上 ～ 15年未満 5 8 41 105 159 

15年以上 ～ 20年未満 10 11 53 105 179 

20年以上 ～ 25年未満 22 12 35 90 159 

25年以上 ～ 30年未満 1 17 3 11 66 98 

30年以上 ～ 35年未満 3 9 2 24 38 

35年以上 ～ 40年未満 1 3 8 12 

40年以上 ～ 45年未満 3 3 

45年以上 1 1 

1 5 67 37 202 679 991 

29.0 35.4 23.8 17.7 14.2 13.7 14.7 

在  職  年  数  別  職  名  別  消  防  団  員  数
集計条件:集計日=R02/04/01

合    計

平 均 在 職 年 数

在
 
 
職

143 

199 

159 

179 

159 

98 

38 

12 

3 

1 

0 50 100 150 200 250 
人数（人）

5年未満

5年以上 ～ 10年未満

10年以上 ～ 15年未満

15年以上 ～ 20年未満

20年以上 ～ 25年未満

25年以上 ～ 30年未満

30年以上 ～ 35年未満

35年以上 ～ 40年未満

40年以上 ～ 45年未満

45年以上

年
数

在職年数別消防団数グラフ
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団

員

数

団

長

副

団

長

分

団

長

副

分

団

長

班

長

団

員

配

備

数

ポ

ン

プ

車

積

載

車

そ

の

他

5 1 1 2 1 1 1 

女性分団 23 1 1 21 

方面団本部 9 1 8 

第１分団 28 1 1 6 20 3 1 1 1 

第２分団 38 1 2 5 30 2 2 

第３分団 54 1 1 6 46 3 3 

第４分団 40 1 1 6 32 2 1 1 

第５分団 25 1 2 6 16 2 2 

第６分団 29 1 1 6 21 2 2 

第７分団 23 1 1 6 15 2 2 

第８分団 34 1 1 6 26 2 2 

方面団本部 8 1 7 

第１分団 17 1 1 4 11 1 1 

第２分団 23 1 1 3 18 1 1 

第３分団 16 1 1 4 10 1 1 

第４分団 18 1 1 3 13 1 1 

第５分団 20 1 1 3 15 2 2 

第６分団 29 1 1 8 19 1 1 

第７分団 29 1 1 2 25 2 2 

第８分団 23 1 1 5 16 1 1 

第９分団 36 1 1 8 26 2 1 1 

第１０分団 38 1 1 10 26 2 2 

方面団本部 8 1 7 

第１分団 19 1 1 5 12 1 1 

第２分団 19 1 1 5 12 1 1 

第３分団 20 1 1 5 13 1 1 

第４分団 19 1 1 7 10 1 1 

第５分団 20 1 1 5 13 1 1 

第６分団 15 1 1 2 11 1 1 

第７分団 20 1 1 4 14 1 1 

第８分団 23 1 1 7 14 1 1 

第９分団 23 1 1 8 13 1 1 

第１０分団 22 1 1 3 17 1 1 

第１１分団 22 1 1 7 13 2 2 

方面団本部 7 1 6 

第１分団 22 1 1 5 15 2 2 

第２分団 29 1 1 6 21 2 2 

第３分団 26 1 1 6 18 2 1 1 

第４分団 18 1 1 4 12 1 1 

第５分団 19 1 1 4 13 1 1 

第６分団 39 1 1 8 29 2 2 

第７分団 36 1 1 8 26 3 1 2 

総計 991 1 5 67 39 196 697 58 9 47 2 

(3)　消 防 団 員 及 び 消 防 団 車 両 の 配 置 状 況
令和２年４月１日現在

団員（階級） 団車両

団本部

第
１
方
面
団

第
２
方
面
団

第
３
方
面
団

第
４
方
面
団
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1 7 40 1 17 26 5 40 21 158 

1 1 2 4 

1 3 4 8 

1 1 2 4 

1 1 4 4 10 

4 4 

13 13 

1 6 7 

1 1 2 

2 2 

1 1 3 2 7 

2 2 3 4 1 12 

1 1 4 1 3 3 13 

2 14 1 17 

6 26 18 25 4 38 18 135 

第 ５ 章　　　　予　　　　防

　予防業務については、市内ケーブルテレビ及び音声告知放送を活用して火災予防の啓発
や住宅用火災警報器の設置及び維持管理の必要性を呼びかけた。また、土木事務所等の関
係行政機関と連携を図りながら査察を実施し、防火対策の徹底を指導した。更に、病院・
診療所・老人福祉施設への査察の際、法改正に伴う消防用設備等の設置推進を指導した。
【防火対象物数（150㎡以上）：1227棟・査察実施数：183棟・立入検査結果通知書発行
数：62通】
　危険物業務については、各種申請等の処理を行うとともに、管内危険物施設への査察を
実施し、施設の維持管理及び危険物貯蔵取扱いの保安体制について指導を行った。また、
給油取扱所を中心にガソリン等の危険物運搬容器の適正利用について指導したほか、警察
署・保健所と合同で危険物運搬車両等への査察を実施した。
　火薬類の事務については、譲受・消費許可証を交付するにあたり、煙火打上会場や発破
現場への立入検査を行い、事故発生の防止に努めた。
　平成31年度末の危険物施設数：158、査察施設数：135

１．危険物及び火薬類等の事務処理状況
 （１）危険物施設事務処理状況

貯 蔵 所 取 扱 所

全 施 設 数

設 置

変 更

完 成 検 査 前 検 査

設 置

変 更

仮 使 用 承 認

仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱

予 防 規 程 認 可

譲 渡 引 渡 届

種 類 数 量 変 更 届

廃 止 届

使 用 休 止 届

使 用 再 開 届

保安監督者選解任届

名 称 等 変 更 届

危険物簡易変更届

立 入 検 査

　　　　　　　　施設別

 区分

製

造

所

合

計

屋

内

屋
外
タ
ン
ク

屋
内
タ
ン
ク

地
下
タ
ン
ク

簡
易
タ
ン
ク

移
動
タ
ン
ク

屋

外

給

油

販

売

一

般

許 可

完成検査

申
請
処
理
件
数

届
出
受
理
件
数
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 （２）火薬類事務処理状況

　　　　　　　許可別

　区分

譲

渡

許

可

譲

受

許

可

譲
受
消
費
許
可

煙
火
消
費
許
可

廃

棄

許

可

合

計

許 可 2 6 5 2 15 

許可証再交付

許 可 証 書 換

申 請 変 更 届

選任・解任届 7 7 

継 続 届 4 4 

立 入 検 査 1 9 10 

 （３）少量危険物、圧縮アセチレンガス等届出状況

少 量 危 険 物

貯

蔵

取

扱

届

廃

止

届

届 出 件 数 18 18 1 20 3

申

請

処

理

件

数

届

出

件

数

保
安
責
任
者

　　　　　　　区分

　　件数

指

定

可

燃

物

圧
縮
ア
セ
チ
レ
ン
ガ
ス

無

水

硫

酸

液

化

石

油

ガ

ス

生

石

灰

毒

物

及

び

劇

物
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1,227 680 107 57 142 78 107 56 

イ 劇 場 等 5 2 1 1 1 

ロ 集 会 場 60 21 11 3 10 8 5 2 

イ ナ イ ト ク ラ ブ 等

ロ 遊 技 場 等 3 3 

ハ 性風俗関連特殊営業等

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等 1 1 

イ 料 理 店 等 1 1 

ロ 飲 食 店 等 21 14 2 1 1 3 

百 貨 店 等 66 45 9 1 5 1 3 2 

イ 旅 館 等 11 5 2 1 2 1 

ロ 寄 宿 舎 等 164 136 13 5 2 6 2 

イ 病 院 等 29 22 3 1 3 

ロ 老 人 福 祉 施 設 等 54 24 3 2 10 7 5 3 

ハ 老 人 デ イ サ ー ビ ス 等 52 22 3 3 4 3 15 2 

ニ 幼 稚 園 等 7 3 1 1 2 

学 校 等 88 49 5 5 8 6 5 10 

図 書 館 等 8 1 4 1 2 

イ 蒸 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 等

車 両 の 停 車 場 1 1 

神 社 等 27 15 3 3 3 2 1 

イ 工 場 等 155 72 9 8 28 9 20 9 

ロ 映 画 ス タ ジ オ

イ 駐 車 場 等 14 9 3 2 

ロ 飛 行 機 の 格 納 庫 2 2 

倉 庫 等 96 44 7 11 15 7 6 6 

そ の 他 の 事 業 場 236 116 20 18 33 21 17 11 

複 合 用 途 防 火 対 象 物
（特定用途防火対象物）

ロ
イ 以 外 の
複 合 用 途 防 火 対 象 物

52 30 5 7 3 7 

２．防火対象物

　(１)　令別表第１の防火対象物数　　（延面積１５０㎡以上）

豊後大野市　　合計

4

7

8

10

11

14

15

　　　　　　　　　　　　　　　　町　　別
　　防火対象物

計 三重町 緒方町 清川町 大野町 千歳町 犬飼町 朝地町

1

2

3

5

6

9

12

13

16

イ 74 44 7 2 6 2 9 4 
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94 47 56 41 7 3 1 8 1 5 14 2 3 

イ 劇 場 等 1 1 

ロ 集 会 場 2 1 1 

イ ナ イ ト ク ラ ブ 等

ロ 遊 技 場 等

ハ 性風俗関連特殊営業等

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

イ 料 理 店 等 1 1 

ロ 飲 食 店 等

百 貨 店 等 2 1 1 

イ 旅 館 等 2 2 

ロ 寄 宿 舎 等 35 22 24 19 3 1 1 1 2 5 1 

イ 病 院 等 5 2 3 2 1 1 

ロ 老 人 福 祉 施 設 等 2 3 1 2 1 1 

ハ 老 人 デ イ サ ー ビ ス 等 2 2 

ニ 幼 稚 園 等

学 校 等 16 3 10 2 1 1 2 1 2 

図 書 館 等

イ 蒸 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 等

車 両 の 停 車 場 1 1 

神 社 等

イ 工 場 等 3 1 2 1 1 

ロ 映 画 ス タ ジ オ

イ 駐 車 場 等

ロ 飛 行 機 の 格 納 庫

倉 庫 等 1 1 

そ の 他 の 事 業 場 10 4 6 4 1 1 2 

複 合 用 途 防 火 対 象 物
（特定用途防火対象物）

ロ
イ 以 外 の
複 合 用 途 防 火 対 象 物

3 7 3 7 

　(２)　中高層建築物（３階以上）の現況

合 計 三 重 町 緒 方 町 清 川 町 大 野 町 千 歳 町 犬 飼 町 朝 地 町

豊後大野市　　合計

4

7

8

10

11

14

15

　　　　　　　　　　　　　　　町　　別

　　防火対象物 ３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

３階
４階
以上

1

2

3

5

6

9

12

13

16

イ 11 2 5 2 1 3 2 
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217 216 116 23 100 4 

イ 劇 場 等 1 1 1 

ロ 集 会 場 20 19 5 1 

イ ナ イ ト ク ラ ブ 等

ロ 遊 技 場 等 3 3 2 

ハ 性風俗関連特殊営業等

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等 1 1 

イ 料 理 店 等

ロ 飲 食 店 等 3 3 

百 貨 店 等 34 34 8 5 

イ 旅 館 等 7 7 2 1 

ロ 寄 宿 舎 等 8 8 5 

イ 病 院 等 9 9 4 10 

ロ 老 人 福 祉 施 設 等 37 37 11 1 69 

ハ 老 人 デ イ サ ー ビ ス 等 24 24 4 10 

ニ 幼 稚 園 等

学 校 等 21 21 35 10 

図 書 館 等 4 4 2 

イ 蒸 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 等

車 両 の 停 車 場

神 社 等 4 4 

イ 工 場 等 10 10 17 9 2 

ロ 映 画 ス タ ジ オ

イ 駐 車 場 等

ロ 飛 行 機 の 格 納 庫

倉 庫 等 1 1 2 1 1 

そ の 他 の 事 業 場 15 15 11 1 

複 合 用 途 防 火 対 象 物
（特定用途防火対象物）

ロ
イ 以 外 の
複 合 用 途 防 火 対 象 物

1 1 1 

　(３)　項別防火対象物の消防用設備等設置状況（ＮＯ．１）

消火設備

豊後大野市　　合計

4

7

8

10

11

14

15

　　　　　　　　　　　　消防用設備

　　防火対象物(項別)

防

火

管

理

者

消

防

計

画

屋

内

消

火

栓

屋

外

消

火

栓

ス

プ

リ

ン

ク

ラ

ー

動

力

消

防

ポ

ン

プ

1

2

3

5

6

9

12

13

16

イ 14 14 8 4 
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675 3 4 301 282 94 564 

イ 劇 場 等 2 5 1 2 

ロ 集 会 場 32 29 10 38 

イ ナ イ ト ク ラ ブ 等

ロ 遊 技 場 等 3 3 3 4 

ハ 性風俗関連特殊営業等

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等 2 1 2 

イ 料 理 店 等 1 1 1 

ロ 飲 食 店 等 5 4 3 19 

百 貨 店 等 54 36 32 74 

イ 旅 館 等 24 12 5 2 19 

ロ 寄 宿 舎 等 57 38 55 3 

イ 病 院 等 25 1 15 15 3 36 

ロ 老 人 福 祉 施 設 等 89 15 84 9 92 

ハ 老 人 デ イ サ ー ビ ス 等 74 15 35 85 

ニ 幼 稚 園 等 4 2 1 1 2 

学 校 等 78 42 20 7 21 

図 書 館 等 8 1 1 6 

イ 蒸 気 浴 場 等

ロ イ 以 外 の 公 衆 浴 場 等

車 両 の 停 車 場

神 社 等 1 8 3 3 

イ 工 場 等 80 9 34 25 

ロ 映 画 ス タ ジ オ

イ 駐 車 場 等 2 1 

ロ 飛 行 機 の 格 納 庫 2 

倉 庫 等 21 3 1 1 1 7 

そ の 他 の 事 業 場 73 1 38 29 2 71 

複 合 用 途 防 火 対 象 物
（特定用途防火対象物）

ロ
イ 以 外 の
複 合 用 途 防 火 対 象 物

4 2 1 2 7 

　(３)　項別防火対象物の消防用設備等設置状況（ＮＯ．２）

警 報 設 備 避 難 設 備

豊後大野市　　合計

4

7

8

10

11

14

15

　　　　　　　　　　　　　消防用設備

　　防火対象物(項別)

自

動

火

災

報

知

ガ

ス

漏

警

報

漏

電

火

災

警

報

非

常

警

報

設

備

火

災

通

報

設

備

避

難

器

具

誘

導

灯

1

2

3

5

6

9

12

13

16

イ 35 1 25 6 8 47 
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３．各種届出状況（消防法令・火災予防条例）

　(１)　豊後大野市火災予防条例による届出状況

種　　　　　　　　　　別 届 出 数

計 279

ボ イ ラ ー ・ か ま ど 等 設 置 届 12

変 電 設 備 ・ ネ オ ン 管 等 の 設 備 13

防 火 対 象 物 使 用 開 始 届 22

火 災 と ま ぎ わ ら し い 煙 等 の 届 出 74

煙 火 の 打 ち 上 げ の 届 出 29

催 物 開 催 届 出

水 道 断 減 水 の 届 出

道 路 通 行 止 等 の 届 出 129

水 素 ガ ス を 充 填 す る 気 球 の 設 置 届

　(２)　消防用設備状況

消防用設備の種類 着 工 届 設 置 届 検 査 済 証

計 25 79 79 

消 火 設 備 7 23 23 

警 報 設 備 17 40 40 

避 難 設 備 2 15 15 

火 災 通 報 設 備 1 1 1 

　(３)　防火管理者等の届出状況

種　　　　　　　　　　　別 届 出 数

計 681

防 火 管 理 者 選 解 任 届 出 53

消 防 計 画 作 成 届 出 57

消 防 用 設 備 等 点 検 結 果 報 告 書 届 出 571

　(４)　指導書及び意見書の状況

種　　　　　　　　　　　別 件 数

計 76

対 象 物 に 対 す る 指 導 書 （ 建 築 同 意 時 ） 14

立 入 検 査 結 果 通 知 書 62
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４．気象の状況

（１）月別温度・湿度状況

　　　　月　別

　項　目
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

温度（℃） 5.50 6.70 9.80 14.10 18.90 21.70 24.70 25.60 23.70 18.60 11.80 7.50 

５年間平均 1.10 1.34 1.96 2.82 3.78 4.34 4.94 5.12 4.74 3.72 2.36 1.50 

湿度（％） 67.20 73.50 68.00 65.70 67.30 76.40 86.00 83.90 84.70 81.50 78.70 77.90 

５年間平均 66.54 64.24 62.02 62.94 62.46 68.96 70.66 68.22 71.72 70.04 70.04 67.16 

（２）月別風速・雨量状況

　　　　月　別

　項　目
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

風速　（ｍ） 1.9 1.7 2.3 1.9 1.8 1.8 1.5 1.7 1.6 1.4 1.3 1.3 

５年間平均 1.5 1.8 1.5 1.6 1.5 1.2 1.4 1.4 1.1 1.1 0.9 1.3 

雨量　（㎜） 25.5 72.5 118.0 54.5 65.5 192.0 384.0 387.5 178.5 93.0 19.5 82.0 

５年間平均 47.0 27.6 69.3 71.1 86.0 258.9 225.9 87.7 342.3 155.1 51.0 43.8 
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１．火 災 の 概 況
　

 （１）前年との対比

種 別 火 災 種 別 平 成 30 年
平 成 31 年
（令和元年）

対 比

建 物 火 災 7 5 △ 2

林 野 火 災 3 6 3

車 両 ・ そ の 他 火 災 3 5 2

合 計 13 16 3

31,588 11,007 △ 20,581

全 焼 9 4 △ 5

半 焼 1 △ 1

部 分 焼 1 2 1

合 計 11 6 △ 5

建 物 （ ㎡ ） 633.4 437.0 △ 196.4

林 野 （ ａ ） 41.1 109.0 67.9

死 者 1 1 

負 傷 者 1 △ 1

り 災 世 帯 数 5 2 △ 3

り 災 人 員 6 6 

消 防 署 、 出 動 延 人 員 183 137 △ 46

消防署、ポンプ出動台数 38 48 10

14 8 △ 6

3 3 

2,430 345 △ 2,085

第 ６ 章　　　　消　　　　防

損 害 額 （ 千 円 ）

１ 件 当 り 出 動 人 員

１ 件 当 り ポ ン プ 出 動 台 数

１ 件 当 り 損 害 額 （ 千 円 ）

火災件数

焼損棟数

面 積

人的被害

り災状況

出動状況

　平成31年（令和元年）中の火災総出動件数（非火災を含む）は53件で、火災件数16
件、建物焼損総面積437㎡、林野焼損総面積109a、損害総額は11,007千円となってい
る。また、火災による死者は1名、負傷者はいなかった。
　前年と比較すると、火災の件数は3件増加し、建物焼損面積で196.4㎡減少、林野焼
損面積67.9a増加し、損害額では20,581千円の減少となった。
　火災種別でみると、建物火災が5件、林野火災は6件、車両・その他火災は5件となっ
ている。
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 （２）月別火災状況

全
焼

半
焼

部
分
焼

ぼ
や

全
焼

半
焼

部
分
焼

ぼ
や

1

2 2 1 1 1 

3 3 1 1 1 1 1 21.0 

4 2 2 59.0 

5 1 1 4.0 

6 3 1 1 1 1 1 1 5 25.0 25.0 

7

8

9 1 1 1 1 1 1 192.0 

10 1 1 

11 2 1 1 1 1 

12 1 1 3 1 2 220.0 

合　計 16 5 6 3 2 7 2 1 2 2 2 6 1 437.0 109.0 

 （３）曜日別火災状況

全
焼

半
焼

部
分
焼

ぼ
や

全
焼

半
焼

部
分
焼

ぼ
や

日曜日 2 1 1 1 1 

月曜日 1 1 1 1 1 1 192.0 

火曜日 6 2 3 1 4 1 1 2 1 5 245.0 34.0 

水曜日 1 1 

木曜日 1 1 50.0 

金曜日 3 1 1 1 1 1 1 

土曜日 2 2 25.0 

不　明

合　計 16 5 6 3 2 7 2 1 2 2 2 6 1 437.0 109.0 

出火件数 焼損棟数 り災世帯 死傷者 焼損面積

火　元 類　焼

出火件数 焼損棟数 り災世帯 死傷者 焼損面積

火　元 類　焼

　　種別

月別

計
建
物

林
野

車
両

そ
の
他

計
世
帯

人
員

死
者

負
傷
者

建
物

（
㎡

）

林
野

（
a

）

　　種別

曜日別

計
建
物

林
野

車
両

そ
の
他

計
世
帯

人
員

死
者

負
傷
者

建
物

（
㎡

）

林
野

（
a

）
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 （４）月別出動状況

計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

合    計 53 5 5 6 7 1 6 2 1 4 6 5 5 

建物火災 5 1 1 1 1 1 

林野火災 6 1 1 2 1 1 

車両火災 3 1 1 1 

そ の 他 2 1 1 

非火災 37 5 3 3 5 3 2 1 3 5 3 4 

 （５）用途別出火原因数

た

ば

こ

こ

た

つ

火

遊

び

焚

き

火

放
　
　
　
火

コ

ン

ロ

風

呂

・

か

ま

ど

ス

ト

ー

ブ

乾

燥

機

電

気

等

の

配

線

そ

の

他

原

因

不

明

合 計 16 1 4 1 3 7 

集 会 場

遊 技 場
飲 食 店
百 貨 店
店 舗 等

旅 館 等

病 院 等

学 校 等

神 社 等

工 場 等

倉 庫 等

事 務 所

住 宅 5 1 1 3 

非 住 宅

山 林 6 1 4 1 

車 両 3 3 

そ の 他 2 2 

出   火   原   因
出
 
火
 
件
 
数

月別

種別

区分

用途別
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２．過去の火災統計

 （１）年次別火災発生件数

 （２）原因別火災発生件数

件数 件数 件数 件数 件数

1 1 1 1

1

4

2

1 1 1

1 1

1

5 1 1

5 5 3 4 3

4 4 1 8 7

19 12 8 13 16

区分　　　　　　年次 平 成 27 年 平 成 28 年 平 成 29 年 平 成 30 年
平 成 31 年
（令和元年）

建 物 火 災 6 9 9 7 5 

林 野 火 災 3 6 6 3 6 

車 両
そ の 他

3 6 6 3 5 

合 計 12 21 21 13 16 

建 物 火 災 27,078 383 45,887 31,588 10,877 

林 野 火 災 30 179 130 

車 両
そ の 他

1,325 117 2,519 

合 計 28,433 500 48,585 31,588 11,007 

平 成 27 年 平 成 28 年 平 成 29 年 平 成 30 年
平 成 31 年
（令和元年）

損害額 損害額 損害額 損害額 損害額

た ば こ
マ ッ チ

0 0 25,459

こ た つ

火 遊 び 12,039

焚 き 火 130

放 火
放 火 の 疑 い

236

コ ン ロ 178 142

風 呂 場
か ま ど

1,267 6,394

ス ト ー ブ 156

乾 燥 機

電 気 器 具
電 気 等 の 配 線

25,568 162 20

そ の 他 1,302 1,327 182 2,001 1,000

原 因 不 明 6,249 20,550 0 4,128 9,877

合 計 46,839 28,433 500 31,588 11,007

発
生
件
数

損
害
額
（
千
円
）

 原因別 　　　　年次
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                                 第７章　　　救      急

1．救急の概況

 （１）事故種別救急件数

転
院

そ
の
他

2,066 3 4 107 14 12 323 3 7 1,190 401 2 

1,934 1 98 14 9 307 1 2 1,103 399 

 （２）月別発生件数

計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2,066 182 145 168 199 151 166 162 217 157 174 174 171 

1,934 176 135 162 184 139 153 154 206 140 163 165 157 

第 ７ 章　　　　救　　　　急

　平成31年（令和元年）における救急出動件数は、2,066件で昨年より107件減少している。
また、搬送人員も1,934名と昨年より96名の減少となり、1日平均では5.7件出動し5.3名を搬
送したことになる。
　事故種別で見ると、急病が最も多く1,190件（58％）、転院搬送401件（19％）、一般負傷
323件（16％）、交通事故107件（5％）、他45件（2％）であった。
　昨年と比較し、急病75件、一般負傷22件、自損１件、転院搬送60件の減少となっている。

救　　　　　急　　　　　事　　　　　故　　　　　種　　　　　別

その他

出　動　件　数

搬　送　人　員

月　　別

出　動　件　数

搬　送　人　員

合　計
火
災

自
然
災
害

水
難

交
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
害

自
損
行
為

急
病

種　別

区　分

月

搬送人員

出動件数

130

150

170

190

210

230

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

出動件数

搬送人員
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 （３）曜日別出動状況

日 月 火 水 木 金 土

272 325 299 297 303 284 286 

 （４）医療機関別搬送人員

計 交 通 一 般 急 病 その他

688 30 127 364 167 

442 25 74 312 31 

病 院 707 39 94 365 209 

診 療 所 0 0 0 0 0 

97 4 12 62 19 

1,934 98 307 1,103 426 

 （５）覚知から医療機関等に要した時間別搬送人員

10分未満 10～20 20～30 30～60 60～120 120分以上 計

1 55 204 660 179 4 1,103 

0 3 13 49 31 2 98 

0 16 60 175 55 1 307 

0 23 22 277 104 0 426 

0 151 334 1,235 308 2 1,934 

曜 日 別 合 計

出動件数 2,066 

　　　　　　　       事故種別

　医療機関

国 公 立

公 的

その他

合　　　　　　計

　　　　　　　        時　　間

　種　　別

急　　　　病

交　通　事　故

一　般　負　傷

上　記　以　外

計

医
療
機
関

私
　
的

240 

250 

260 

270 

280 

290 

300 

310 

320 

330 

日 月 火 水 木 金 土
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　（６）時間別救急出動.搬送人員件数

小

計

転

院

搬

送

医

師

搬

送

資

機

材

搬

送

そ

の

他

合計 2,066 3 4 107 14 12 323 3 7 1,190 403 401 2 

０～２ 61 3 2 47 9 9 

２～４ 61 1 5 1 52 2 1 1 

４～６ 59 2 9 45 3 3 

６～８ 112 8 19 1 82 2 2 

８～10 273 1 6 3 1 53 1 139 69 68 1 

10～12 294 1 19 2 5 50 140 77 77 

12～14 260 1 1 22 5 4 37 122 68 68 

14～16 240 1 19 2 39 129 50 50 

16～18 259 12 1 50 1 130 65 65 

18～20 188 1 12 1 1 28 1 120 24 24 

20～22 146 1 2 1 16 2 2 107 15 15 

22～24 113 1 15 1 77 19 19 

合計 1,934 1 98 14 9 307 1 2 1,103 399 399 

０～２ 57 3 2 43 9 9 

２～４ 57 5 1 50 1 1 

４～６ 51 1 8 39 3 3 

６～８ 106 9 19 76 2 2 

８～10 260 7 3 52 130 68 68 

10～12 279 17 2 5 49 130 76 76 

12～14 247 1 18 5 3 36 117 67 67 

14～16 224 18 2 36 118 50 50 

16～18 244 10 1 48 120 65 65 

18～20 179 12 1 1 25 116 24 24 

20～22 125 2 14 1 1 92 15 15 

22～24 105 1 13 72 19 19 

そ　　　の　　　他
　　　種　別

　時　間

計

火

災

自

然

災

害

水

難

交

通

事

故

労

働

災

害

運

動

競

技

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

救　

急　

出　

動

搬　

送　

人　

員
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　（７）覚知別救急出動状況
　　　　　月　別

　覚知別
計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

合 計 2,066 182 145 168 199 151 166 162 217 157 174 174 171 

１ １ ９ 848 83 73 56 81 60 64 58 83 65 75 69 81 

携 帯 １ １ ９ 558 47 27 54 61 37 47 47 59 44 52 40 43 

一 般 加 入 638 50 45 55 54 53 53 56 72 45 46 63 46 

駆 け 込 み 14 1 2 1 1 3 2 1 2 1 

緊 急 通 報

そ の 他 8 1 1 2 1 2 1 

　（８）傷病程度別搬送状況
　　　　　種　別

　程　度
火 災

自然
災害

水 難
交通
事故

労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加 害
自損
行為

急 病 その他 合 計

死 亡 3 1 1 5 1 20 31 

重 症 11 4 65 163 101 344 

中 等 症 32 5 3 137 1 598 281 1,057 

軽 症 1 52 4 5 100 1 322 17 502 

そ の 他

合 計 1 98 14 9 307 1 2 1,103 399 1,934 

　（９）場所別出動状況

住 宅 1,053 

公 衆 757 

道 路 150 

仕事場 23 

その他 83 

合 計 2,066  １．８４７件

その他：３.1%
　　　　　57件

仕事場：１%
　　　　１８件

住　宅; 49%

公　衆; 37%

道　路; 9%

仕事場; 1% その他; 4%

 １．８４７件

その他：３.1%
　　　　　57件

仕事場：１%
　　　　１８件

住宅   
51%

公衆   
37%

道　路

7%

仕事場

1%
その他

4%
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 （１０）年齢区分別搬送状況

凡　　　例

新 生 児 ： 生後28日未満 新生児

乳 幼 児 ： 生後28日以上7歳未満 乳幼児 35

少 年 ： 7歳以上18歳未満 少年 32

成 人 ： 18歳以上65歳未満 成人 355

高 齢 者 ： 65歳以上 高齢者 1,512

計 1,934

 （１１）年齢区分別傷害程度状況

　　　　　区　分
程　度 新生児 乳幼児 少年 成人 高齢者 合計

死 亡 5 26 31 

重 症 1 37 306 344 

中 等 症 18 10 170 859 1,057 

軽 症 17 21 143 321 502 

そ の 他

合 計 35 32 355 1,512 1,934 

乳幼児
2%

少年
2% 成人

18%

高齢者
78%
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２．過去の救急統計

 （1）事故別出動状況

転 院 その他

平27 件　数 2,138 3 2 2 154 3 18 293 5 10 1153 491 4

平28 件　数 2,113 1 138 12 13 284 7 10 1215 426 7

平29 件　数 2,110 3 4 154 9 13 293 13 1208 410 3

平30 件　数 2,173 2 1 108 14 10 301 2 8 1265 461 1

平3１
（令元）

9 2,066 3 4 107 14 12 323 3 7 1190 401 2

 （2）月別出動状況

2,138 208 157 157 165 161 170 174 245 159 187 166 189

2,113 191 174 156 148 173 161 186 191 175 167 203 188

2,110 208 169 173 171 180 176 180 186 162 170 153 182

2,173 210 195 173 159 169 157 207 209 186 179 161 168

2,066 182 145 168 199 151 166 162 217 157 174 174 171

そ の 他

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成30年

平成３１年
（令和元年）

　　　　　　　種　別

　年　別

計 火災
自　然
災　害

水難 交通
労働
災害

運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

急病

　　　　　　　月別

　年別
計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
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１．救助の概況

建

物

建

物

以

外

出動件数 26 3 1 2 8 40

活動件数 9 1 2 1 13

１．警戒出動の概況

第 ８ 章　　　　救　　　　助

 （１）活動状況

火　　災

第 ９ 章　　　　警 戒 出 動

 （１）出動内訳

　平成31年（令和元年）における救助出動件数は40件で、前年と比較し10件の増加
となっている。このうち救助活動件数は13件であり、活動を種別毎でみると、交通
事故が９件で全体の69％を占め、水難事故1件（8％）、建物等による事故2件
(15％)、その他の事故１件（8％）となっている。

　　　種　別

　区　分

交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

等

自

然

災

害

機

械

に

よ

る

事

故

建
物
等
に
よ
る

事

故

ガ

ス

及

び

酸

欠

事

故

破

裂

事

故

そ
の
他
の
事
故

計

　平成31年（令和元年）における警戒出動件数は186件で、出動内訳はPA連携での出動
が122件と最も多く全体の（65％）を占め、次いでヘリポート警戒の30件（16％）、行
方不明者の捜索5件（2％）、その他39件（20％）となっている。
　前年と比較すると、出動件数は18件減少している。PA連携の出動が8件、その他の出
動が8件減少し、行方不明者捜索が3件増加している。 ドクターヘリの要請に伴うヘリ
ポート警戒の出動は昨年とほぼ同じ出動件数となっている。

PA連携
65%

ヘリポート
16%

その他
20%

行方不明
2%
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